
 
一般社団法人長野県農業会議 第 114 回常設審議委員会の概要 

 
 
 
 
 

 令和 7 年 9 月 12 日（金）に長野市「ＪＡ長野県ビル」において開催した、第 114

回常設審議委員会の審議結果等の概要は下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 農地法等に基づく審議 

（１）第 1 号議案 

農地法第 4 条の規定に基づく農業委員会からの意見聴取案件について審議した 

結果、「許可相当」として意見回答することを決定しました。 

 

（２）第 2 号議案 

 農地法第 5 条の規定に基づく農業委員会からの意見聴取案件について審議した 

結果、すべて「許可相当」として意見回答することを決定しました。 

 

（３）第 3 号議案 

   農地法の規定による営農型太陽光発電施設に係る意見聴取案件（上田市、5

条、大豆、1 件）について審議した結果、「許可相当」として意見回答すること

を決定しました。 

 

２ 協議事項 

（１）第 10 回長野県農業委員会大会の開催要領（案）について 

   資料④により説明し原案どおり決定しました。 

 

３ 報告事項 

（１）令和 6 年度農地利用最適化の活動日数（実績）について（資料⑤） 

（２）食料安全保障に対する県民理解の醸成に係るリーフレットについて 

（リーフレット） 

（３）令和 8 年度農業委員会組織関係予算の概算要求の概要について（資料⑥） 
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期日 令和7年9月12日
場所　 ＪＡ長野県ビル12A

○印は出席者

（会　　長） （副会長） （副会長）

望月　雄内 市川　覚 田中　悦郎

2 小山田　武 ○ 3 片岡　正夫 ○ 4 小泉　幸善 ○

5 氣賀澤道雄 ○ 6 髙田　清人 ○ 7 髙橋　德 ○

9 佐原　悦司 ○ 10 伊藤　宏昭 ○ 11 栁澤　雅仁 ○

12 神林　利彦 ○ 13 青木　保 ○ 14 増田　善行 ○

15 沼田　浩子 ○ 16 神農　佳人 ○ 17 中村　光男 ○

18 眞島　実 ○ 19 宮澤　清志 ○ 20 小林　安男 ○

21 平林　孝保 〇 22 新芝　正秀 ○ 23 長谷川　孝治

25 依田　明善 26 峯村　勝盛 ○ 27 浅田みさ子 〇

28 髙林　敬子 29 小林文彦 ○ 30 伊藤　洋人 ○

県
等

事
務
局

県農政部農業政策課
　市川農業団体・共済係長、野村農地調整係長
上田市農業委員会
　小場係長

伊藤専務理事兼事務局長（前掲）、三井参事兼部長、山際部長、土屋部長、中島審議役、
松田農地係長、森住審議役、土屋主査、高嶋主任、倉田嘱託

○ ○ ○

常
設
審
議
委
員

一般社団法人長野県農業会議 第114回常設審議委員会 出席者名簿

正
副
会
長

24 1 8

氏　　　　　　　　　　　　名

■常設審議委員 在籍者３０人、出席者２７人　（敬称略）
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一般社団法人長野県農業会議 第114回常設審議委員会次第 

 

                 日  時：令和７年９月12日（金）13:00～ 

                場  所：長野市 JA長野県ビル12階 「12A会議室」 

 

１ 開  会                                                                  

 

２ 挨  拶                                                                  

 

３ 会務報告                                                                  

 

４ 議長就任                                                                  

 

５ 議事録署名人指名                                                          

 

６ 審  議 

第１号議案 

農地法第４条の規定による意見回答について 

  第２号議案 

  農地法第５条の規定による意見回答について 

  第３号議案 

  農地法の規定による営農型太陽光発電施設に係る意見回答について 

  (上田市、５条、大豆、１件) 

 

７ 協議事項 

 (１)第10回長野県農業委員会大会の開催要領(案)について 

 

８ 報告事項 

 (１) 令和６年度農地利用最適化の活動日数（実績）について 

（２）食料安全保障に対する県民理解の醸成に係るリーフレットについて 

（３）令和８年度農業委員会組織関係予算の概算要求の概要について 

 

９ その他 

 (１）農業者年金の加入推進について 

 (２）次回の開催計画について 

   10月 15日（水）13:30～ JA長野県ビル12階 「12A会議室」 

 

10 議長退任 

 

11 閉  会  
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主 要 会 務 報 告                 

          （令和７年８月８日開催の常設審議委員会以降） 

１ 主催会議 

（１） 総務・情報部関係 

８月２７日    新規採用プロパー職員第５回スキルアップセミナー （長野市） 

 

 

（２） 農政・農地部関係 

９月 ８日    地区常設審議委員会       （上田市、伊那市、塩尻市） 

     ９月 ８日        農地利用最適化に係る月次情報交換会議       

                            （     〃     ） 

   ９月１２日    県農業委員会協議会               （長野市） 

    

 

（３）担い手・経営・年金部関係 

８月２０日    「雇用就農資金」現地調査         （北信２経営体） 

８月２２日        〃                （東信４経営体） 

８月２８日        〃                （南信３経営体） 

９月 １日        〃                （東信１経営体） 

９月 ４日    農業者年金基金考査指導に係る事前説明会     （Ｗｅｂ） 

９月 ５日    「雇用就農資金」現地調査         （南信２経営体） 

９月 ９日        〃                （東信２経営体） 

９月１１日        〃                （中信３経営体） 

   

 

２ 組織関連の会議 

   ８月２０日    農業委員会サポートシステムの最新化に係る打合せ 
   ８月２６日    全国農業新聞総局担当者会議 
   ８月２６日    農業者年金オンラインセミナー 
   ８月２９日    飯田市農業委員会総会 
   ８月２９日    信州水田農業経営者会議役員会 
   ９月 １日    全国農業新聞総局長会議 
   ９月 ２日    都道府県農業会議専務理事・事務局長会議及び農業者年金推進に 
           係る専務理事・事務局長会議 
   ９月 ４日    都道府県農業会議・全国農業会議所新任職員研修会 
     ～５日 
   ９月１１日    県鉢花園芸組合・現地取引会議 
    ～１２日 
 
    

３ その他の会議 
   ８月２６日    県食と農業農村振興審議会第１回審議会 

   ８月２９日    第３回農業経営戦略会議 
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（令和7年9月）

田 畑 計

1 1 0 6,732.00 6,732.00

佐久市 1 1 0.00 6,732.00 6,732.00

0 0 0.00 0.00 0.00

0 0 0.00 0.00 0.00

0 0 0.00 0.00 0.00

1 1 0.00 6,732.00 6,732.00

中信

北信

合計

南信

農地法第４条第３項の規定による意見聴取件数・面積一覧表

地区
農業委員会名

市町村数 件数

面　　　積　　（㎡）

東信

①

1
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（令和7年9月）

田 畑 計

2 6 7,646.17 5,933.11 13,579.28

佐久市 1 1 0.00 1,418.00 1,418.00

上田市 1 5 7,646.17 4,515.11 12,161.28

2 3 12,761.00 4,707.00 17,468.00

伊那市 1 2 12,761.00 1,576.00 14,337.00

南箕輪村 1 1 0.00 3,131.00 3,131.00

2 2 15,420.00 0.00 15,420.00

安曇野市 1 1 7,963.00 0.00 7,963.00

大町市 1 1 7,457.00 0.00 7,457.00

0 0 0.00 0.00 0.00

6 11 35,827.17 10,640.11 46,467.28

南信

中信

北信

合計

農地法第５条第３項の規定による意見聴取件数・面積一覧表

地区
農業委員会名

市町村数 件数

面　　　積　　（㎡）

東信

②

1
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第 10回 長野県農業委員会大会 開催要領（案） 

１ 趣 旨 

今、農業・農村は、担い手の減少・高齢化、遊休農地の増加などの構造的な課題に加え、世界的

な食糧需給の変化、飼料、燃油、農業資材等の価格の高止まり、集中豪雨や猛暑など気象災害の頻

発化等に対応していくための脱炭素社会の構築など、様々な課題を抱えています。 

 

また、近年の、米の小売価格の急激な上昇は、食料の安定供給、我が国の農業生産基盤の脆弱化

への国民の不安を招いており、改正食料・農業・農村基本法の重要な理念である「食料安全保障」

の確立に向け、米政策の見直しを筆頭に、生産者が将来にわたって安心して経営できる再生産可能

な適正価格の実現と、消費者への安定供給を両立させる、新たな施策の構築が求められています。 

 

こうした中、本年３月、多くの農業者、市町村・JA・関係団体とともに、農業委員会が２年にわ

たり取り組んできた地域計画が、県内全ての市町村で公表され、４月から、444 地区の計画の実践

がスタートしました。 

地域計画は、地域の農業者が今後 10年で現在の約４割にまで激減すると見込まれ、これまで誰も

経験したことのない、大きな環境変化に対応し、地域の農業・農村を守り、発展させていくための

備えの計画であり、「将来のありたい姿」の実現に向け、関係者が一丸となって取り組んで行くこと

が必要です。 

 

この計画の実践に向け、日頃から農地の見守り活動を行い、地域農業の現状や、地域の農業者の

思いを深く理解している農業委員、農地利用最適化推進委員には、目標地図を起点とした農地利用

の最適化活動の実践をリードするとともに、毎年行われる、地域計画の見直し・磨き上げの上での 

 「キーパーソン（鍵を握る人）」としても、これまで以上に大きな期待が寄せられています。 

 

 そこで、地域計画の実践を柱に、地域の農業・農村の課題を解決していくため、参加者全員で取

組に向けた意識を統一するとともに、知恵と情熱で、目標地図を起点とした農地利用の最適化の取

組を加速し、地域の農業・農村の明るい未来を築き上げていくことを、力強く決意することを目的

に、「第 10回長野県農業委員会大会」を開催します。 

 

２ 主 催 

  一般社団法人長野県農業会議、長野県農業委員会協議会 
 

３ 日 時 

  令和７年１１月１９日（水）１２時３０分～１６時  
 

４ 場 所 

松本市水汲 69-2 「キッセイ文化ホール（長野県松本文化会館）大ホール」 
 

５ 参加者 

  農業委員、農地利用最適化推進委員及び県農業会議会員等関係者（約 1,500名） 
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６ 内 容 

 内容 時間 

（１） 開会 12：30～ 

（１分） 

（２） 主催者あいさつ 12：31～ 

（５分） 

（３） 農業委員会憲章唱和 12：36～ 

（４分） 

（４） 令和７年度農業委員等功績者表彰 

・長野県知事表彰 １名 

・（一社）全国農業会議所会長表彰 ３名 

・（一社）長野県農業会議会長表彰 12名 

令和６年度農業者年金加入推進活動功労者表彰 

12：40～ 

（20分） 

（５） 来賓祝辞 

・長野県知事 

・長野県議会議長 

・JA長野中央会会長 

（来賓紹介、祝電披露、退席等） 

13：00～ 

（17分） 

（６） 大会運営委員会報告 13：17～ 

（５分） 

（７） 情勢報告（（一社）全国農業会議所） 13：22～ 

（10分） 

（８） 協議「農地利用最適化の推進に関する要請決議（案）」 13：32～ 

（10分） 

 （休憩） 13：42～ 

（15分） 

（９） 地域計画の取組事例の発表 

１市町村（10分）と質疑応答（５分） 

15：22～ 

（15分） 

（10） 農地利用最適化に係る講演 

演題：「地域計画の実行に向けて」（仮題） 

講師：山形県農村づくりプロデューサー 髙橋 信博 

講演（70分）と質疑応答（15分）  

13：57～ 

（85分） 

（11） 大会宣言 15：37～ 

（３分） 

(12) ガンバロー三唱 15：40～ 

（1分） 

(13) 閉会 15：41～ 

（1分） 

                           

                                           

７ 大会の運営 

別に定める要領に基づく運営委員会を設け、円滑な運営を図るものとする。 
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最適化活動の記録（記帳）について
１ 農業委員会は、毎年、最適化活動を行う農業委員・農地利用最適化推進委員
の意欲的な活動目標(活動日数等）を設定し、活動を行います。

（長野県内は、全国大会で決議された毎月10日を基本として設定）

2 活動日数の考え方

農地利用の最適化活動は多岐にわたり、農業経営とともに取り組まれ、

昼夜を問わず日常的に行われている。
（活動例）

１ 地域の農地の見守り →朝、自分の畑に行く途中、近隣の農地の状況を確認した。

２ 農地集積の意向把握 →集荷場で近所の農家の田中さんから農地を貸したいと

声をかけられ立ち話をした。

3 なぜ活動を記録する必要があるのか？
① 農業委員会の活動を多くの人に知ってもらうため（見える化・情報公開）

② 日々の活動や活動で得た情報を皆で共有し、次の活動に活かすため

（時間の長短にかかわらず活動した内容を記録することが必要） １

⑤
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最適化活動の記録（記帳）用紙を工夫しよう！
（農地の見守り活動以外の活動） （農地の見守り活動 専用）

農業委員会活動記録簿　（8月分）

項目
（大-中-小）

２　― ①―　    　その他詳細　（　　　　　　　　） 会議名

氏名　　○○　○○

日時 ８月　１２日 活動時間 ３０分 場所 自宅 ・ 訪問 ・ 電話 ・ 役場 ・ 圃場 ・ その他

意向
概要

売　・　貸　・　委　・　買　・　借　・　受　・　参　・　他 新規
参入者
情報

現地案内 ・ 出し手との立ち合い ・ 関係機関紹介

面積（a) 50
農地バンク
の活用意向 有　・　無 面積（a) 希望作目

活動の
相手

氏名 ○○　○○ 属性 出し手　・　受け手　・　関係機関　・　参入希望者

（受け手の場合）該当の有無 認定農業者　・　認定新規就農者　・　基本構想水準到達者　・　集落営農経営

詳細

基盤法で借りていた水田50aを高齢を理由に解約したい。
息子、嫁は遠方におり、後継者はまったくいない状況。
次の耕作者を探すことを引き受けた。

（遊休農地解消の場合）方法 自ら耕作再開 ・ 農地バンクに貸付/売却　・ 農地バンク以外に貸付/売却 ・ 農作業受委託 ・ その他

備考

活動成果

面積（a) 成果内容 受け手と出し手との合意　・　遊休農地解消　・　新規参入者への貸付同意　・　新規参入
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4

異常なし

〃

出張のため、なし

前日の大雨で水路にゴミ、片づける

6:00～6:15

見守り活動を行
う曜日を決め、
１月分の計画を

作ろう！

都合で活動しな
かった日は×印

で消せばOK！

長野太郎
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(一社)長野県農業会議・第１１４回常設審議委員会資料 

令和７年９月１２日 

Ⅰ 令和８年度農林水産関係予算の概要 

 農林水産省は、令和７年８月２９日、令和８年度農林水産関係予算の概算要求を財務省に提出し

た。予算総額は、対前年度比１７．１％増の２兆６，５８８億円となっており、うち、公共事業費

は、１７．５％増の８，１８８億円、非公共事業費は１６．９％増の１兆８，４００億円となってい

る。 

 同予算は、新たな食料・農業・農村基本計画や現在の米をめぐる情勢を踏まえ、農業構造転換集

中対策を着実に実施しつつ、食料安全保障の強化、農業の持続的発展、農村の振興、環境と調和の

とれた食料システムの確立等に向けた農林水産政策を推進し、農林水産業の持続可能な成長を実現

するため要求したとしている。 

 

Ⅱ 令和８年度農業委員会組織関係予算の概要 

 令和８年度の農業委員会組織関係予算（①農業委員会交付金、②機構集積支援事業費、③農地利

用最適化交付金、④都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金、⑤所有者不明農地対策事業費）

の総額は、１３１億７，７００万円となり、前年度対比１０億３，７００万円の増額の要求額とな

っている。 

 農業委員会組織予算は「農地の集約化等の取組の加速化」として、これまで同様に農地中間管理

事業等とともに位置づけられた。 

 「農地利用最適化交付金」は、７年度同額の４０億５，１００万円となったが不用額が大きいた

め、概算決定に向けて本年度の活用が求められている。 

 「機構集積支援事業」は、不在村地主対策推進のための活用意向等調査の経費等として７年度対

比で９億７，１００万円が増額要求された。 

 「所有者不明農地対策事業」は、対象地区の増加分(３地区から５地区へ)で同６，６００万円が

増額要求された。 

 

１ 農業委員会交付金【47億1,800万円・対前年度同額、補助率：定額(10/10)】 

本交付金は、農業委員・農地利用最適化推進委員の手当、事務局職員の設置、農地調査・資料整

備にかかる経費を支援するもの。 

２ 機構集積支援事業【37億2,000万円・対前年度9億7,100万円増、補助率：定額(10/10)】 

 本事業は、市町村農業委員会が実施する農地法等に基づく遊休農地の所有者等の利用意向調査、

所有者不明農地の権利関係調査、農地情報や農地の出し手・受け手の意向等を管理するデータベ

ースの運用等を支援するもの。 

また、都道府県農業会議による農業委員及び推進委員の資質向上に向けた研修や農業委員会へ

の巡回支援費、全国農業会議所による都道府県農業会議への研修及び農業委員会サポートシステ

ム関連の改良等を支援する事業が盛り込まれている。 

令和８年度農業委員会組織関係予算の概算要求の概要について 
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 増額となったのは、市町村農業委員会で農地利用に支障を来す恐れの高い不在村地主対策を推

進するための活用意向や相続見込み等調査(アンケート調査、面談等)の実費経費で8億 1,000万

円、同サポートシステム更新経費で1億6,000万円となっている。 

３ 農地利用最適化交付金【40億円5,100万円・対前年度同額、補助率：定額(10/10)】 

  本交付金は、農業委員及び農地利用最適化推進委員の最適化活動を支援するため、報酬の上乗

せ条例の制定を条件に両委員の報酬財源として平成２８年度から措置されているもの。 

令和４年度に交付要綱の大幅な見直しが行われ、これまでの委員の報酬財源に加え、最適化活

動に要する事務費や臨時職員の人件費等に支出できるよう改善が図られた。 

令和８年度要求額は40億5,100万円となっているが、令和７年度の予算執行率が今後の予算決

定額にも影響してくることが予想されることから、全ての農業委員会で交付金を活用（予算措置）

していただくよう取組を進めていくことが重要になっている。 

（１）令和７年度最適化交付金の活用予定農業委員会数（長野県内）（令和７年６月現在） 

   ６４農業委員会（１３農業委員会は、現時点で未活用）【前年度対比△２委員会】 

 

≪令和８年度農業委員会組織関係予算等の概算要求額の一覧≫ 

◆太枠が農業委員会組織関係予算 
令和８年度概算要求額 ＜参考＞令和７年度概算決定額 

農地中間管理機構関連予算 農地中間管理機構関連予算 

 農地中間管理機構事業※国費部分のみ 

(79億7,300円・対前年度36億9,700万円増) 

 農地中間管理機構事業※国費部分のみ 

（42億7,600円） 

 農地集約化促進事業(新規) 

（80億9100万円） 

―――― 

機構集積協力金交付緊急対策事業 

(80億・令和6年度補正予算) 

機構集積支援事業 

（37億2,000万円・対前年度9億7,100

万円増） 

(1)遊休農地の所有者の利用意向調査 

 (2)所有者不明農地等の権利関係調査 

 (3)農業委員・推進委員の研修 

 (4)農地情報システム関連の改修・維持管理 

 (5)農地情報のデータベース化 

 (6)都道府県機構の巡回支援 等 

機構集積支援事業 

（27億4,900万円） 

 

(1)遊休農地の所有者の利用意向調査 

 (2)所有者不明農地等の権利関係調査 

 (3)農業委員・推進委員の研修 

 (4)農地情報システム関連の改修・維持管理 

 (5)農地情報のデータベース化 

 (6)都道府県機構の巡回支援 等 

農業委員会交付金 

（47億1,800万円・対前年度同額） 

農業委員会交付金 

（47億1,800万円） 

農地利用最適化交付金 

（40億5,100万円・対前年度同額） 

農地利用最適化交付金 

（40億5,100万円） 

都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 

（5億2,300万円・対前年度同額） 

都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 

（5億2,300万円） 

所有者不明農地対策事業 

   （1億6,500万円・前年度対比6,500円増） 

所有者不明農地対策事業 

（9,900万円） 

農地調整費交付金 

(4,700万円・対前年度同額) 

農地調整交付金 

（4,700万円） 
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令和８年度概算要求額 ＜参考＞令和７年度概算決定額 

農地中間管理機構関連対策 農地中間管理機構関連対策 

 

 農地中間管理機構関連農地整備事業 

 （農業農村整備事業〈公共〉で実施） 

 (803億3,900万円・対前年度 

     125億7,600万円増） 

 

農地中間管理機構関連農地整備事業 

 （農業農村整備事業〈公共〉で実施） 

 (677億6,300万円の内数） 

※この他、令和6年度補正予算も含め988億

4,000万円の内数を措置 

 農地耕作条件改善事業 

（212億3,500万円・対前年度 

     13億9,200万円増） 

 農地耕作条件改善事業 

（198億4,300万円） 

地域計画の実現に向けた支援 

(724億6,300万円) 

地域計画実現総合対策 

（383億7,000万円） 

※この他、令和6年度補正予算で633億6,400

万円を措置 

最適土地利用総合対策 

（85億7,500万円の内数・対前年度 

   11億8,600万円増） 

※農山漁村振興交付金の内数 

最適土地利用総合対策 

（73億8,900万円の内数） 

※農山漁村振興交付金の内数 

※この他、令和6年度補正予算で同交付金に13

億2,500万円を措置 

農地利用効率化等支援交付金  

（30億700万円・対前年度10億2,100 

  万円増） 

農地利用効率化等支援交付金 

（19億8,600万円） 

※この他、令和6年度補正予算で27億700万

円を措置 
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